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環境福祉常任委員会行政視察報告 

 

５月２０日～２２日，長野県松本市「市立病院運営の取り組みについて」，東京都文京区

「ひきこもり等自立支援事業について」及び府中市「ごみ減量・リサイクルの推進について」

を環境福祉常任委員会の行政視察調査項目として実施しました。 

○松本市（長野県）  ５月２０日 

総人口：２４２，８３４人（推計人口 ２０１４年２月１日） 

面 積： ９８７．７７ｋ㎡ 

○松本市議会 

議 員 定 数：３１人（条例定数） ３１人（現員数：内女性議員７人） 

委員会構成：総務・教育民生・経済環境・建設の４常任委員会（任期１年）定数７～８人 

議会運営委員会：会派の構成員数に応じ会派割り当て（任期１年）定数１０人 

議会基本条例施策推進組織：政策・広報・交流・進行管理の４部会 

◆市の概要 

国宝松本城を中心とする旧城下町である。戦災を免れたことにより，旧開智学校（重要

文化財）などの歴史的建造物が多く残る。市のキャッチフレーズは，「文化香るアルプス

の城下町」「三ガク（楽・岳・学都）」など。また，教育先進都市としても評価も高く，一

流の音楽家が集う，サイトウ・キネン・フェスティバルの開催，花いっぱい運動の発祥地，

映画等のロケ支援など，文化を尊重する気風は今も健在である。「健康寿命延伸都市」宣

言さらに，長野県の経済への貢献度も高く，商業販売額県内２位，工業生産額県内３位の

実績である。高層建築物の増加にともない，城下町の景観保護のため０８年「市都市景観

条例」を改正し規制の強化を図っている。 

○調査事項・・・「松本市立病院運営の取り組みについて」 

（松本市立病院の概要） 

職員数： ４０８人 （内訳：正規 ２６８人，非常勤 １４０人《実人員 ２１３人》） 

内 訳：  局長       １人  

診療部（医師） ３４人（内非常勤 ８人）  

看護部    ２２８人（非常勤 ６７人）  

医療技術部   ９０人（非常勤 ２８人） 

事務部     ５５人（非常勤 ３７人） 

施設等： 敷地面積：１６,９８３㎡（鉄骨鉄筋コンクリート６階建）      

延床面積：１５,２００㎡ 駐車場（第１・第２立体 ２９４台収納可） 

（１） 松本市立病院管理運営事務 

病院の理念として，地域住民から信頼され，全職員が患者と歩み，患者中心の，「満
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足と安心」の医療，「権利と安全」に配慮した医療を実践しています。「患者さんに

寄り添う医療」。その実践のため４項目の「病院憲章」を定めている。そのほか， 

１５項目の運営事務を定めている。 

（２） 診療科目等の概要 

開設年月日  昭和２３年１０月 １日 

診療科目   内科・外科・整形外科・形成外科・小児科・脳神経外科 

産科婦人科・救急科（救急総合診療）など２７診療科目 

歯科口腔外科（入院患者に特化した取り組み，準備中） 

病 床 数  ２１５床（６床 ２類感染症病床） 

診療時間   平日診療 午前９時～午後５時１５分  

職員体制   医師・看護師・助産師・薬剤師・臨床検査技師・管理栄養士 

社会福祉士・給食調理員など16職種 

（３） 利用者数 

外来     １１４,６８２人 ４７０人／日 ２４４日（診療日数） 

入院     ５５,４２６人 １５２人／日 ３６５日（診療日数） 

緊急受入   ９５２人 ２.６人／日  ３６５日２４時間（診療日数） 

分娩数    ５１２件 １.４件／日  ３６５日２４時間（診療日数） 

＊外来・入院とも患者数減少傾向にある。 

（４）財政状況 

   経営状況は，概ね黒字基調で推移。２６年度診療報酬改定は厳しく，楽観できない。

また，公営企業会計基準の制度改定により２６年度は大幅な赤字が見込まれるため，

さらなる的確な情報収集が必要である。 

    当年度純損益    ９７,８７０千円（平成２４年度決算）  

              ２２,０９０千円（平成２５年度決算） 

            △３２５,７４０千円（平成２６年度当初予算） 

    利益剰余金残高  ２０５,１９４千円（平成２４年度決算） 

             ２２７,２７０千円（平成２５年度決算） 

              ８１,３７０千円（平成２６年度当初予算） 

 ＊ジェネリック医薬品（院内の注射・点滴・投薬等）等の導入での経費削減のさら 

なる取組が必要 現状は２０％程度の達成率 

（４） 基本方針 

「松本市立波田総合病院基本方針」（平成２３年９月策定）で，病院の役割・機能と

して，松本市の西部地域の基幹病院，急性期医療を中心とした医療機関，地域医療充

実の観点からは，救急医療，周産期医療，へき地医療支援等の地域政策医療，疾病予

防から在宅医療等々，地域に必要な医療を，病連携・病診連携の下に提供する。 

（５）「基本方針」に基づく個別施策の実行 

    ①医師・看護師等の医療スタッフの安定的な確保 

    ②回復期リハビリ病棟の開設など病床機能の見直し 
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    ③市立病院からの情報発信の強化 

    ④専任看護師を配置した病連携・病診連携の取り組み 

    ⑤ＤＰＣ（診断群分類別包括制度）算定病院初年度における各種指標の適切管理 

（５） 予防医療推進体制の構築 

（市民の検診事業の推進） 

    ・ソフト面の整備：病院の検診職員の医師を専任配置。乳房検査の放射線技師・生

理検査技師を新規雇用。早朝・夜間・休日検診の実施 

    （市民のライフスタイルに合わせた健康管理を積極的に推進） 

    ・医療機器・検診施設の整備：より精度の高い検診を目指し，機器の拡充を図り，

健診率，早期発見率の向上につながっている。 

  （人間ドックの充実） 

    ・検診施設の整備：受診者の導線短縮，充分な説明時間の確保のため，ドック検診

部門の独立，日帰り検診者の休憩室（全室個室），診察室，超音波検診室等のド

ック部門のアメニティーの改善を図った。 

    ・機器の整備：内視鏡検査については，受診者の身体的負担軽減のため鼻腔経由内

視鏡で実施。 

  （健康教室の・出前講座の開催） 

・糖尿病教室・出前講座の開催：医師が積極的に関わり充実を図っている。 

     出前講座：３２回 ８００人 健康教室：４０回 １,０８５人 

     総合相談窓口：月曜日～金曜日 ３００件  

     育児相談：毎週火曜日 １６０人 

（６） 松本市立病院の事業の特色 

・松本西部地域の二次救急医療を担う（松本医療圏域病院群輪番制に参加，毎週，

平日は１日，土・日・祝日は月３回となっているが，地域の要望で３６５日・ 

２４時間の初期・二次救急医療を担当） 

＊救急車を断らない救急医療体制の確立（救急医療専門医の配置，山岳遭難等の 

ヘリコプター救急搬送にも対応。市民の救急医療の砦） 

・信州大学医学部との連携（信州メディカルネットの活用） 

・医師確保では，県との連携（医師確保対策室） 

・医師紹介サイトの活用（若い医師の確保対策） 

・腎透析センター（最大１００人受け入れ可能） 

・がん治療・がん外来化学療法の実施 

・産科・小児科の医師不足に対応（開設以来の重点診療科目） 

・松本地域４２万人の医療圏を六つの基幹病院（公・私）が役割分担 

・国の医療制度改革を見据え，２０９床の急性期病床のうち，３６床を回復期リハビ

リ病床に転換（急性期病床の必要病床確保のため，将来展望に先手を打つ事業の展

開） 

 



4 

 

（今後の課題） 

・地域医師会との連携（現状，信州大学との連携重視） 

・本館の建築年数が２９年を経過。施設の老朽化に対する施設整備の維 持補修計画

の策定 

・病院敷地が狭く増改築が困難な状況 

・二次医療機関として紹介状診療率の向上 

・第９次基本計画に位置づけた「中長期的な展望に立った施設整備」について基本構

想の策定準備の推進 

・経営健全化の推進（経費削減：医薬品・医薬材料・委託業務等の実態把握及び対応

策の検討 

・松本市においては，合併により市立病院がもう１施設あるが，人件費比率が９０％

を超え経営が厳しい状況にある。有床診療所（現状３１床）としての廃止を含め，

早急な検討・対応が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   松本市民病院高木病院長より歓迎の挨拶    松本市民病院内にて事務長より事業の説明 

 

○文京区（東京都）  ５月２１日 

総人口: ２１２,８５１人（推計人口 ２０１４年２月１日） 

面 積:   １１.３１k㎡ 

○文京区議会 

議 員 定 数：３４人（条例定数） ３２人（現員数：内女性議員１２人） 

委員会構成： 総務区民・厚生・建設・文京の４常任委員会  

定数８～９人 

議会運営委員会： 議会広報・意見書等調整の２小委員会を付属 定数１１人 

特別委員会： 自治制度・行財政システム調査，災害対策調査，地域振興・まちづくり 

調査，少子高齢社会対策調査の４常設特別委員会，予算審査，決算審査の 

２非常設特別委員会 
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◆区の概要 

東京２３区特別区の中で，山手線の内側に，区のほぼ全域が位置する唯一の区である。

「文の京（ふみのみやこ）」と住宅都市。明治より，夏目漱石，森鴎外，宮沢賢治等の著

名な文人・学者・政治家が多く居住し，出版・印刷業が多く，先端医療を持つ大規模総合

病院も多数立地している。また，東京大学，東京ドーム，日本サッカー協会等の施設・団

体本部が立地しているが，閑静な住宅地も残されており，音羽の森や六義園，後楽園，小

石川植物園などの，広大な日本庭園も都民の憩いの場となっている。 

○調査事項・・・「文京区ひきこもり等自立支援事業について」 

（事業の趣旨） 

これまで，就学や就労，医療など個々の要望ごとに各部署が縦割りで対応してきた。

しかし，利用者に不便だけではなく，「意を決して」外出し，行政に支援を求めても，

複数の窓口を行き来させられ，時に社会復帰の「壁」となっていた。また義務教育を終

えた１５～３９歳の引きこもりの若者は，区内に推定（文京区の青少年人口を国の推計

による出現率１.７９％で算出）１,３００人程度とされるが，この年代を支援する窓口

が少ないことも課題であった。３年間の準備期間を経て，平成２６年度から，ひきこも

りの若者を一貫して支えるため，悩み事の相談や就労支援，医療・福祉サービスなどを，

一つの窓口がワンストップで対応する新規事業「ＳＴＥＰ」をスタート。引きこもりに

関して多岐にわたる支援窓口を一本化し，利用者のニーズに沿った対応を図ることとし

た。 

（事業の概要） 

「ＳＴＥＰ」：「Ｓ」Support/支援 「Ｔ」Talk/相談 「Ｅ」Experience/経験 

      「Ｐ」Place/居場所 

事業実施体制：主務担当課（事務局） 区男女協働子育て支援部児童青少年課 

        中学生以下：教育センター（不登校チーム） 

        １５～３９歳：ＮＰＯ法人 ＊茗荷谷クラブ（委託業者） 

     ＊臨床心理士・精神保健福祉士の有資格者約１０人のスタッフ 

     ＊４０歳以上の方は対象としないわけではないが，当該事業は，全ステップ 

      の各事業を終了し，自立するまでの期間を１０年間程度と考えている。 

したがって，３０歳代が本事業の時間的な制約と考えている。 

ステージ１：「本人・家族が相談する」 

①ひきこもり相談（電話・来所・訪問）茗荷谷クラブ 

関係機関連絡会 

（ひきこもりの現状把握，制度全般の運営にあたる代表者＜課長級以上＞の会議） 

      実務担当者会議 

（当該事案の状況及び制度全般に精通している実務者＜係長級以下＞の会議） 

      個別ケース会議 

（ひきこもり本人に等に対する具体的な支援の検討を行う会議）関係機関の職員 
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等で当該事例に直接関係する者をもって構成する。 

     ＊状況により，保険サービスセンター・医療機関・生活福祉課・障害福祉課・ 

子ども家庭支援センター等との連携 

     ②講演会＆個別相談（家族向け） 茗荷谷クラブ 

     ③茶話会（家族向け・家族会）  茗荷谷クラブ 

ステージ２：「本人が1歩踏み出す」 

     ④フリースペース（自宅以外の居場所の運営，フリースペース定着化を目的とし 

たイベント等の開催。 

茗荷谷クラブ・児童館・青少年プラザ(平成２７年度以降） 

     ⑤ステップＵＰプログラム 

     （ァ）コミュ二ケーション編     茗荷谷クラブ 

     （イ）社会参加準備編           茗荷谷クラブ 

ステージ３：「本人が社会（学校）に踏み出す」 

     ⑥ステップＵＰプログラム 

     （ウ）社会貢献編               茗荷谷クラブ・文京区社会福祉協議会 

        職業体験・グループワーク 東京しごとセンター（都事業） 

        社会人基礎力養成講座     経済課（区事業） 

        若年者向け就職面接会     （ハローワーク飯田橋と提携）経済課 

＊障害者の就職等サポート    （障害者就労支援センター・就労支援事業所） 

＊文京区生活保護受給者就労意欲喚起事業（生活福祉課） 

      ＊印は，ステージ３～ステージ４及びＧＯＡＬまで支援 

ステージ４：「就職する・登校（入学・復学）する」 

        ジョブコーチ（平成２７年度以降） ＮＰＯ法人等 

     ⑦定着化サポート（週１回の面談等）茗荷谷クラブ 

Ｇ Ｏ Ａ Ｌ：「就職が定着する」「安定した学校生活が送れる」 

関 係 機 関：当該事例に関する電話等相談（都ひきこもりサポートネット） 

         若年者相談コーナー（ハローワーク飯田橋） 

        青少年リスタートプレイス（都教育相談センター） 

        都若者総合相談＜若ナビ＞（東京都） 

        ヤングコーナー（東京しごとセンター） 

（事業費・利用料金） 

     ・各種相談事業補助・相談員人件費・事務費・広報費等 

      総額 ５５７万１,０００円（平成２６年度当初予算） 

     ・ひきこもり相談：電話・来所無料（年間１２回まで）訪問相談可 

     ・フリースペース：１万２,０００円（月額） 

     ・コミュニケーション編：１万２,０００円（月額） 

     ・社会参加準備編：６,０００円（全４回） 

     ・定着化サポート：６,０００円（月額） 
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＊利用料金は，文京区民は，茗荷谷クラブの規定料金の半額を補助，相談事

業は１２回まで無料。区外の利用者は，倍額（クラブ規定料金）及び相談も

有料（３,０００円／回～）。 

（広報・周知活動） 

     ・民生委員・児童委員の会合等でＳＴＥＰ事業のパンフレット配布及び事業の紹 

介の依頼 

     ・事業のポスター・チラシ作成・配布 

（今後の課題） 

     ・事業の精度を高める（ステージ４の充実） 

     ・居場所となる施設整備（青少年プラザ・児童館） 

     ・連携の強化(区内の社会資源＜区内大学等＞を含む相談員間の情報交換会の実 

施） 

     ・啓発活動の充実（広報活動の一層の充実，民生委員・児童委員との連携） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       文京区委員会室               文京区議場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    児童青少年課長より事業内容説明            質疑・応答 
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○府中市（東京都）  ５月２２日 

総人口：２５７,４９９人（推計人口 ２０１４年２月１日） 

面 積： ２９.３４k㎡ 

○府中市議会 

議員定数：３０人（条例定数） ２８人（現員数：内女性議員５人） 

委員会構成：総務・文教・厚生・建設環境の４常任委員会 定数７～８人 

議会運営委員会：定数１０人 

特別委員会：基地跡地対策・再開発対策・市庁舎建設の３常設特別委員会 定数各１０人 

       予算・決算特別委員会（全議員で構成） 

議会報編集委員会：定数６人（概ね各会派から１名，大会派から２名） 

◆市の概要 

東京都のほぼ中央に位置し，律令時代に国府が置かれ，武蔵野国の中心地とて栄え，鎌 

倉時代も要衝地域として重要な位置にあり，江戸時代は，甲州街道の府中宿として発展し，

戦後も多摩地域の主要都市として，行政機関，病院等の公共機関が集積している。交通網

も，東京都区部近郊の交通の要衝として，東西南北（区部，東京郊外，神奈川県及び埼玉

県）を結んでいる。行政機関，大企業の研究機関及び工場等の大規模な施設も多いが，一

級河川・雑木林もあり，平坦地な市域にもかかわらず多くの緑を有し，大規模公園もある。

職住近接した生活環境で，「生活実感値」満足度都内第１位となっている。また，ＪＲＡ

東京競馬場があり，市内外の多くのファンで賑わっている。 

○調査事項・・・「府中市ごみ減量・リサイクル推進について」 

（事業の概要） 

府中市においては，最終処分場の延命化，中間処理施設の確保等の課題を抱え，ごみ減 

量・資源化が急務となっている。加えて，市民の生活様式の変化，大量生産・大量消費等

で排出される廃棄物の処理問題とともに，資源の枯渇や地球温暖化など地球規模での環境

対策も急務となっている。府中市では，循環型社会の実現に向けて，府中市環境基本計画

で「１０年間でごみの５０％削減を目指します」を重点施策に掲げ，前期５年間（平成１

６年度～２０年度）で１万ｔのごみ減量を行うため，「１万ｔごみ減量大作戦」を展開し

た。さらに，将来に向けた廃棄物行政の在り方を抜本的に見直す必要性から，廃棄物原料

等推進審議会より「有料化・戸別収集・ダストボックス廃止」の答申がなされ，平成２２

年２月より，「燃やすごみ」「燃やさないごみ」「容器包装プラスチック」について，指定

収集袋による有料化を実施。しかしながら，その後の３年間のごみ量は，ほぼ横ばいであ

ることから，さらなるごみ減量に向けて市民・事業者等の協働により，ごみ減量施策を積

極的に推進することとしている。 
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（ごみ減量事業の実績） 

１万ｔごみ減量大作戦：  総ごみ量   ６万８,３９５ｔ（平成１３年度実績） 

              総ごみ量   ５万９,０７１ｔ（平成２０年度実績） 

比較実績：   ９,３２４ｔの減量（達成率 ９３.２４％） 

１０年間でごみ５０％削減：総ごみ量  ６万８,３９５ｔ（平成１３年度実績） 

              総ごみ量  ４万３,３４０ｔ（平成２４年度実績） 

                          比較実績：目標値まで，あと９,１２５ｔ １３％の減量 

府中市リサイクルプラザ 

経 過： 平成１８年１０月総合的なリサイクルの拠点施設として稼働 

        従来の処理機能（選別・破砕・資源化処理）に加え，プラスチック製容器

包装廃棄物の資源化，ガラスびんの自動選別など資源化対象品目の拡大，

選別機能の合理化等を含めた施設整備を行う。 

施設概要：敷地面積 ２０,５４２.６６㎡ 

     建設概要 資源棟・第二保管棟・計量棟  

処理能力 ４９.５ｔ／５時間 

施設管理：市職員（場長・係長）外民間業者に委託 

＊処理品目は，不燃ごみ・粗大ごみ・資源（びん・缶・プラスチック等） 

可燃ごみは一部事務組合で処理。一般廃棄物の焼却残さは，別組合で処理。 

施設特色：周辺環境への配慮（エアカーテン・屋上緑化等） 

     自然エネルギーの有効活用（太陽光発電・太陽光集光・太陽光温水・雨水

利用等） 

（可燃・不燃・容器包装プラスチックの収集袋の有料化） 

＊生活保護世帯・障害者世帯等，市の規定による申請登録者には，有料収集袋・

粗大ごみの減免制度を適用している。 

＊原則は，市民対象であるが，登録申請のあった小規模事業者については，数

量・重量を規定し有料収集袋での搬出を許可している。 

（リサイクル用品活用事業） 

府中グリーンプラザ分館２階リサイクル用品活用事業 

昭和５６年に「生活用品活用コーナー」事業を開設。「不用品交換目録」事業も併せ

て実施。府中市市民生活モニター友の会へ委託。 

平成８年に府中グリーンプラザ分館２階へ移設し，事業の総称を「グリーンプラザ分

館２階リサイクル事業」とし，委託先を，「府中リサイクル推進の会」へ移管した。

各事業名称も「リサイクルマーケット」「リサイクルバンク」と改め，木製家具修理

品販売の「リサイクルショップ」情報提供・啓発の場として「リサイクルＰＲコーナ

ー」を併設した。委託先がＮＰＯ法人を取得し，「ＮＰＯ法人府中リサイクル推進協

会」となったことから，リサイクル事業の統合を図り，リサイクルフェスタ実行委員

会の運営も行っている。 
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         「リサイクルマーケット」 昭和５６年 ４月事業開始 

         「リサイクルバンク」   昭和５６年 ４月事業開始 

         「ものの有効活用啓発事業」昭和５６年１１月事業開始 

         「リサイクルショップ」  平成 ８年１１月事業開始 

         「フリーマーケット」   平成 ２年度事業開始 

（ごみ減量対策作品コンクール） 

   作文コンクール・アイデアコンクール・ポスターコンクールを開催。 

昭和６１年度事業開始 

（マイバッグコンクール） 

   手作りマイバッグを募集。府中市民マイバッグクラブ会員とともに継続実施。 

平成１９年度事業開始 

（リサイクル自転車販売事業） 

   昭和６２年からシルバー人材センターが修理を始め，平成８年から正式に事業実施。 

   現在も，放置，粗大ごみとして収集された自転車の修理をシルバー人材センターに委 

託し，府中輪業組合の協力のもと，安全点検実施後，組合加盟店の店頭で販売してい 

る。（販売価格 ６，０００円～１万５，０００円/台） 

（各種補助事業等） 

   ・ごみ減量化処理機器購入費補助事業：生ごみ処理機等 

   ・府中市資源物回収事業（集団回収）：自治会・子供会等へ奨励金交付 

   ・再生資源取扱業者に関すること：登録再生資源取扱業者に奨励金交付 

   ・資源物回収用保管庫購入費補助：集団回収の保管庫の設置・購入補助 

   ・地域ごみ対策推進事業：自治会等から選出された推進委員に委託料 

（その他の事業） 

   ・ごみ減量・リサイクル大会：「リサイクル型府中」を目指す全体大会  

   ・家庭用廃食油の回収：各文化センターで，家庭用廃油の回収 月１回 

   ・ＯＡ廃棄紙等回収事業：市庁舎・市関係機関等で発生する紙誌の回収 

   ・有機性有価物再生事業：生ごみ等有効活用システム 

   ・生ごみ資源循環型モデル事業：資源循環の仕組みを形成するモデル事業 

   ・府中市ペットボトル店頭回収事業：民間６店舗協力ペットボトル回収 

   ・剪定枝再資源化処理事業：剪定枝の無料収集 業者で再資源化処理 

   ・ごみ・資源分別辞書・情報紙府中のごみ等，事業ＰＲ紙誌の各戸配布 

（今後の課題） 

ごみ減量化・リサイクル推進の取組を続けているが，有料化・戸別収集直後は，大幅 

な減量となったが，現在は，横這いでの推移である。目標値に向けさらなる取組が求

められている。また，資源袋については，現状，容器包装プラスチックのみの対応で

あるが，その他の資源についても有料袋導入を検討・協議する必要性もあるが，今後，

市民の声・議会の声を聞きながら慎重な対応が重要と考える。 
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施設内視察              ごみ処理についての展示室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     再生家具品               リサイクル自転車の説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シルバーの職員による家具の再生作業             質疑・応答 
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総 括 

昨年１１月の改選後，初めてとなる本委員会の研修視察を長野県松本市，東

京都文京区・府中市の２市１区，３項目の調査で行いましたので，総括報告を

いたします。なお，詳細につきましては，お手元に配付しました報告書を御覧

ください。 

松本市立病院については，開設６０年を迎えた歴史のある病院であり，運営

方式は本市の市立医師会医療センターの指定管理者制度とは異なり，松本市の

直営方式でありました。病院長を先頭に，医療制度改革への対応，施設整備計

画の策定，医師確保への取り組み，安定運営のための財源確保・経費削減への

施策等々，様々な課題に全職員で取り組み，さらには地域の皆様から信頼され，

全職員が患者さんとともに歩み，患者さん中心の「満足と安心」の医療，「権

利と安全」に配慮した医療の推進を目指している姿勢は，大いに参考とすべき

ものでありました。また，「健康寿命延伸都市・松本」の都市宣言に違わず，「患

者さんに寄り添う医療」との理念を掲げ，市民の要望・要請に合わせた事業の

導入がなされており，夜間・救急診療においては，３６５日，２４時間体制で，

医師数も非常勤医師含む３４人で実施されていることに敬意を表したいと思

います。また，公・私立病院間の連携，信州大学医学部との連携（信州メディ

カルネットの活用）等，各病院が様々な連携を通して，市民，患者のニーズに

沿った地域医療の拡充に努めていました。 
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次に，文京区のひきこもり等自立支援事業については，従来，各種の事業が

実施されていたが，事業の担当課毎に窓口が分散し，利用勝手が悪く，縦割り

行政の弊害が顕著であったため，自立のための総合支援の在り方を協議してき

たとのことでした。子供・高齢者に対しては，様々な事業が実施されているも

のの，１５歳～３９歳のいわゆる青少年といわれる年齢層に対しての当該事例

に関する事業が少なく，文京区の当該事業は可動年齢層の自立に向けての取り

組みとなっておりました。本市においては，こども発達サポート事業，心の健

康相談事業，自殺対策事業，不登校対策事業等各種事業が実施されているが，

相談窓口もそれぞれで，担当課も複数におよび，ワンストップ窓口の開設はな

されておらず，ひきこもりに特化した事業は実施されていない現状であります。

文京区の当該事業においては，事業実施の受け皿となる委託業者（ＮＰＯ法人

等）が重要になっているとの認識をしました。また，人材供給可能な社会的資

源（区内大学等）との連携も充実が図られ，当該事例に関係するＮＰＯ法人の

育成・設立・活用・連携が推進できる環境でした。本市においては県との連携

を進める中で，県内大学の協力・連携を図り，委託業者（ＮＰＯ法人・民間事

業者等）の育成が急務であり，事業実施へ向けての課題と捉えました。 

 府中市のごみ減量・リサイクル推進事業においては，有料化・戸別収集・ダ

ストボックス（ごみステーション）廃止の三点セットとして，平成２２年２月

から新たな制度での取り組みが始まったとの説明でありました。本市において，
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ごみの有料化については，全国に先駆けて取り組んできた歴史がありますが，

ごみ袋の収益は，本市の歳入としては計上されず，外郭団体の歳入として処理

されている。本市のごみ収集の現状は，ステーション方式での運用であり，ご

みステーションに対して，場所の選定，高齢化に伴う不便さ，施設周辺環境の

悪化等々，議員に対しても様々な要望・苦情が寄せられているのも事実であり

ます。今後，ごみの減量・リサイクルの推進については，府中市の取り組みの

ように明確な目標をもって事業を実施することが重要であり，行政が明確なイ

ニシアチブを発揮し，市民をリードしていくことが肝要であるとの認識を深く

しました。市全体としての削減量は大きな数字となるが，１人当たりの目標値

は，決して達成できない数字ではないと理解できました。ごみ問題は行政の永

遠のテーマであり，毎日排出されるごみの減量・リサイクル等は避けては通れ

ない重要な行政の責務である。「ごみを出すのは，市民の責任，片付けるのは，

行政の責任」とあるように，市民と行政との協働においてごみ減量・リサイク

ル化・循環型社会の構築が具体化してくると確信しました。 

以上が研修視察における各委員の質疑・質問・所感等の総括であります。先

に述べたように，改選後初めての行政視察となりました。再選委員はもとより，

初参加の新委員からも活発な質疑・質問・意見が出され，充実した視察内容で

あったことを申し添え，最後に，出納閉鎖を目前に控えた多忙な時期にもかか

わらず，本委員会の研修視察をお引き受けいただきました２市１区の，議会事
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務局，関係各課の皆様に感謝を申し上げ，環境福祉常任委員会の報告とします。 

                    

霧島市議会議長 常盤 信一 殿 
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